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研究成果の概要（和文）：本研究では，二関節筋を考慮した下肢の運動モデルと，その運動モデルに対して安定
性を保証する制御手法の提案をおこなった．シミュレーション検証を通して，角度と角速度がそれぞれの目標値
に一致することを確認している．一方で，筋電位センサの情報をもとに制御する二関節筋構造を考慮した電動義
足の試作機を製作し，検証実験をおこなった．また，二関節筋構造を考慮した電動長下肢装具の試作機も製作し
た．

研究成果の概要（英文）：In this research, we derive the dynamics of a 3 degree-of-freedom lower limb
 with antagonistic bi-articular muscles. Stability analysis for the closed-loop system of the lower 
limb dynamics and the proposed input torque is discussed through Lyapunov stability theorem. 
Simulation results are presented to confirm the effectiveness of the proposed approach. We design a 
prototype of a powered lower-limb prosthesis with antagonistic bi-articular muscles, which is 
controlled by myoelectric potential. We also make a prototype of a powered knee-ankle-foot orthosis 
with antagonistic bi-articular muscles.

研究分野：ロボット制御

キーワード： 制御工学　電動大腿義足　二関節筋　電動長下肢装具　機械力学・制御

  ２版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
これまでに研究されてきた電動義足は人間が持つ筋モデル構造ではなく，一つの関節に一つの動力源が存在する
従来からの単純な機構に基づいて設計されている．例えばリハビリテーションの現場では，従来のロボット運動
学に基づいたアームは人間の四肢と比較すると出力特性が異なることから，様々な問題が生じることを理学療法
士が指摘している．このことは，人間の出力特性を意識した電動義肢装具の設計をおこなうことが有効となる可
能性を示唆しており，人間が有する二関節筋に基づいた本研究はその一助となることが期待される．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2012 年の国民健康・栄養調査結果によると，日本の糖尿病有病者は約 950 万人にも昇ると
いう統計が出ている．また，日本の糖尿病患者の中でも，下肢の切断を強いられた者は 2005
年までの 35年間で約 2.5倍も増えている[1]．さらに米国では，2005年から 2050年までに糖
尿病や閉塞性動脈硬化症などを原因とする血行障害による四肢欠損者が，現在の 2倍にあたる
360万人に増えることが予想されている[2]． 
四肢切断者に対する義肢は古くから研究され実用化されているが，欧州先進国では標準的な
義手の一つになりつつある上肢の電動義手に比べ，下肢に対する義足は，健常者と間接インピ
ーダンスを一致させることを目指した機構的には受動的で動力源を持たないものが多い．一方，
電動義肢は人の日常生活をサポートするロボットとみなすことができるが，まさに人と直に接
するロボットとなるために，ロボットの性能以上に人々への安全面を考慮する必要が大いにあ
る[3]． 
このような背景のもと，安全面を語るうえでも大変重要になる安定性という概念を伴った電
動義足が近年研究され始めている[4]．しかし，これまでに研究されてきた電動義足は人間が持
つ筋モデル構造ではなく，一つの関節に一つの動力源が存在する従来からの単純な機構（例え
ば 2 リンクアームなど）に基づいて設計されている．例えばリハビリテーションの現場では，
従来のロボット運動学に基づいたアームは人間の四肢と比較すると出力特性が異なることから，
様々な問題が生じることを理学療法士が指摘している[5]．このことは，健常者と同等の動きを
目指すならば，人間の出力特性を意識した電動義肢装具の設計をおこなうことが非常に有効と
なる可能性を示唆している．義肢装着者が生活しやすくなるためには，バリアフリーを広げ環
境をこれまで以上に整えることは論を俟たないが，同時に義肢装着者の歩行を健常者の歩行に
より近づけることも非常に有益であり，人間のモデルをより考慮した電動義足の理論的な研究
成果が期待される． 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は，二関節筋の構造を取り入れた大腿切断者用の電動義足に対する制御手法を，
理論的なアプローチによって提案することである．二関節筋とは，人間が上肢と下肢に有して
いる，二つの関節にまたがって動作することで両関節に同時に作用する特徴を持つ筋肉のこと
である[6]．人間は下肢には大腿部に拮抗二関節筋ペアを，また下腿部はふくらはぎ側に二関節
筋を有している．この二関節筋構造モデルをロボットへ導入すると，より人間に近い運動特性
が実現可能になる．さらに，各関節が一つのモータと両関節につながったモータの二つにより
協調して制御されることから，一つ一つのモータに対する出力を抑えることが可能となり安全
性が増すメリットがある．人間が有する下腿部の二関節筋は足首からつま先へ体重移動すると
きに，また大腿部の拮抗二関節筋ペアは足首の制御に大きな影響を及ぼす．二関節筋を陽に考
慮することで，健常者の下肢により近い出力特性が得られる電動義肢装具の設計手法の提案が
期待される． 
従来研究では，二関節筋ロボットの制御と，電動義足の制御はそれぞれ個別の研究課題とし
て考えられてきた．そもそも二関節筋に関しては，運動の解析に関する研究結果は多く報告さ
れているが，運動制御に関しては研究成果がほとんど報告されておらず，また電動義足の制御
理論に基づく研究も始まったばかりである．つまり，これまで制御分野において二関節筋を考
慮した電動義足の制御に関する制御系設計がなされることはなかった． 
本研究では，個別に扱われてきた研究課題を新たなひとつの制御問題として捉え，電動義肢
装具に対する二関節筋構造を考慮した制御則を提案し，安定性の議論をおこなう．一方で，二
関節筋構造を考慮した電動義肢装具の有用性を検証するために，電動義足ならびに電動長下肢
装具を設計し，試作機を製作する．本研究は二関節筋ロボットの運動制御と電動義足の制御を
統合した内容となるが，従来の電動義足の制御に比べ，各モータの出力を抑えられることから
安全面での向上が期待される．また，提案するものは人間の下肢を模したモデルに基づいた制
御手法となるために，健常者の下肢の出力特性に近い特性を持たせることが可能となると考え
られ，その場合人間が自然に力を出せる方向に義肢装具を動かしやすくなることがメリットに
なる． 
 
３．研究の方法 
本研究では，はじめに二関節筋構造を考慮した下肢の運動モデルを導出するために，数学的
にモデリングすることから始める．特に本手法では，下肢モデルのダイナミクスが受動性を持
つようなモデリングをおこなう．つぎに制御目的を設定し，その制御目的を満足するような制
御系設計をおこなう．制御則はモデリングした下肢モデルを受動システムとさせることを利用
し，リアプノフの安定定理に基づく安定性解析をおこなう．提案する制御則の有効性を検証す
るために，計算用のソフトウェアである MATLAB/Simulink を用いてシミュレーションをおこな
う．一方で，二関節筋構造を考慮した電動義足ならびに電動装具を設計し，試作機を製作する．
そして，特に二関節筋を模した構造に着目して，両試作機に対する有効性の検証をおこなう． 
 
 



Fig. 1: 下肢運動モデル               Fig. 2: 3 自由度二関節筋粘弾性モデル 
 

Fig. 3: 足先出力分布                        Fig. 4: 関節角度偏差 
 
 
４．研究成果 
(1)二関節筋を考慮した下肢の運動モデルと制御手法の提案 
二関節筋を考慮した下肢の歩行モデルの構築に向けて，二関節筋を考慮した下肢の運動モデ
ルとその運動モデルに対する制御手法の提案をおこなった． 
 はじめに，二関節筋を有する下肢運動モデルを数学的に導出した．モデリングは，Fig. 1 に
示すような股関節，膝関節，足関節を考慮した二関節筋を有する 3自由度のダイナミクスとし，
それをオイラー・ラグランジュシステムとして捉えて導出した．より具体的には，Fig. 2 に示
すような二関節筋粘弾性モデルに基づき，各筋肉がバネ-ダンパを有しているとみなし，モデリ
ングをおこなった．なお研究目的を，人間の運動の正確な解析ではなく，電動義足や電動装具
の制御として捉えているために，腓腹筋の前側部分に相当する実際の人間の足には存在しない
二関節筋も，簡単化のために存在すると仮定し下肢運動モデルを導出している．つぎに，
MATLAB/Simulink を用いて，つま先にあたる足先の先端出力分布を確認した．ある姿勢のもと
で計算した足先出力のベクトルを合成し，求めた足先出力分布を Fig. 3 に示す．文献[6]では，
2 自由度の二関節筋運動モデルに対して同様のことをおこなった場合，出力分布が 6 角形とな
っており，これこそが二関節筋を考慮したモデルの特徴であることが述べられている．3 自由
度の下肢運動モデルでは 2 自由度の運動モデルに対して，一関節筋と二関節筋が一つずつ増え
ることになるが，3 自由度の運動モデルに対して求めた本研究の Fig. 3 の結果が 10 角形の出
力分布になっているために，2 自由度のものに対する自然な拡張になっていると捉えることが
できる． 
さらに，導出した下肢運動モデルに対して，角度と角速度がそれぞれの目標値に一致するよ
うな制御入力トルクを提案した．具体的には，入力トルクの一部分と，角度偏差および角速度
偏差からなるある変数との間に受動性が成立するような，入力トルクを提案した．なお，提案
した入力トルクは，二関節筋に対するバネとダンパを陽に考慮したものとなっている．また，
受動性に基づいた制御手法となっていることから，リアプノフの安定定理より安定性を容易に
証明することが可能となっている．提案した制御則の有効性を確認するために，
MATLAB/Simulink を用いたシミュレーション検証をおこなった．Fig. 4 に時不変の目標値に対
する，関節角度の偏差のシミュレーション結果を示す．初期偏差を有する場合において，偏差
が 0に収束していることが確認できる．また，時変の目標値に対するシミュレーションに対し
ても，目標値に一致することを確認できている． 
 
(2)電動義足の試作機の製作 
二関節筋を取り入れた電動大腿義足の試作機(Fig. 5 参照)を製作した．製作したものは内側
広筋，大腿二頭筋（短頭），前頸骨筋，ヒラメ筋の一つの関節のみを動かす四つの一関節筋と，
腓腹筋の機能を模した膝と足首の両方の関節に影響を与える一つの二関節筋の計五つの動力を
持った電動大腿義足となっている．一関節筋と二関節筋の両方で同じ関節を動かすために，関
節部分をベルトで接続し，ベルトを巻き取ることで関節を収縮させる構造とした．関節角度を
取得するためにポテンショメータを，またベルトの弛緩や破損を防ぐようモータの回転数を一
定にするための光エンコーダを取り付けている．また，電動義足は筋電位センサを組み込んだ
システムとし，残存している脚部から測定される表面筋電位により，電動義足を制御できるよ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 6: 電動義足における膝関節角度 

 
 
 
 
 

Fig. 5: 電動義足の試作機 
 

 
 
 
 
 

Fig. 7: 電動義足における足関節角度 
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig. 8: 電動長下肢装具の試作機           Fig. 9: 電動短下肢装具の試作機 
 
 
うにした． 
検証実験でははじめに，二関節筋を併用した場合において，一関節筋のみを動作させたとき
よりも動作時間が短くなり，トルクの合成がおこなわれていることを確認した．つぎに，表面
筋電位による電動義足の制御に対する実験をおこなった．筋電位センサを大腿四頭筋と大腿二
頭筋付近の皮膚表面に貼り付けることで膝関節の伸展および屈曲動作時の筋電位を，また前脛
骨筋と下腿三頭筋付近の皮膚表面に貼り付けることで足関節の背屈および底屈動作時の筋電位
を取得し，電動義足の膝関節と足関節の制御をそれぞれおこなった．実験結果を Figs. 6, 7 に
示す．実験では，膝関節を 559 秒に曲げ 563 秒に伸ばす動作をおこなった．膝の屈曲動作では
大腿二頭筋の筋電位センサが反応し，伸展動作では大腿四頭筋の筋電位センサが反応している
ことがわかる．同様に，足関節を 114 秒に曲げ 117 秒に伸ばす動作をおこなったところ，背屈
動作では前脛骨筋の筋電位センサが反応し，底屈動作では下腿三頭筋の筋電位センサが反応し
ていることがわかる．また，筋電位センサの反応をもとに，電動義足も膝関節と足関節がそれ
ぞれ動いていることが Figs. 6, 7 よりわかる． 
 
(3)電動装具の試作機の製作 
二関節筋を考慮した電動長下肢装具の試作機を製作した(Fig. 8 参照)．機構面では内側広筋
と前頸骨筋を模した一関節筋ワイヤと腓腹筋を模した二関節筋ワイヤをモータにより巻き取る
ことで関節を曲げることになる．装具の足裏部分に取り付けた圧力センサにより，足の地面へ
の接地状態を測り，足の蹴り出し動作を補助できるように，接地状態に応じた装具の関節角度
の制御を試みた．健常者に装具を装着させ，蹴り出し動作に関する検証実験をおこなった． 
この電動長下肢装具を製作するにあたり，事前に Fig. 9 に示す電動短下肢装具の試作機を
製作した．機構面ではタイミングベルト，タイミングプーリを用いることで，電動短下肢装具



の小型化と慣性モーメントの低減を計った．電動短下肢装具に対しても，足裏部分に圧力セン
サを取り付け，地面への接地状態を測り，それに応じた装具の関節角度の制御を試みている．
健常者に装具を装着させ，蹴り出し動作に関する検証実験をおこなった． 
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